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平成30年度　水道事業会計決算の概要
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【収益的収支】・・経常的な収支の状況

収入合計６８億１，４７９万円

職員人件費

４億５，９３６万円

(7.1%)

水道施設維持管理費

９億 ２１６万円

(14.0%)

県央水道受水費

１８億６，７１６万円

(29.1%)

減価償却費等

２３億４，７９５万円

(36.6%)

支出合計６４億２，５２３万円

支払利息

２億９，５５１万円

(4.6%)

水道料金

５６億６，４８２万円

（83.2%)

加入金及び負担金

４億１，０９４万円

(6.0%)

長期前受金戻入

６億４，３４９万円

(9.4%)

その他

９，５５４万円

(1.4%)
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【資本的収支】・・投資的な収支の状況

収入合計１０億 ６６７万円

企業債

４億８，０００万円

(47.7%)

工事負担金

２億９，５５２万円

(29.3%)

一般会計出資金

９，４１５万円

(9.4%)

国庫補助金

１億３，７００万円

(13.6%)

支出合計３３億８，７６５万円

補てん財源

２３億８，０９８万円

事務費等

２億３，４２５万円

(6.9%)

拡張事業費

１億６，７００万円

(4.9%)

配水管や浄水場施設

の建設改良費

１１億２，５６８万円

(33.3%)

経年管整備費

６億２，０４６万円

(18.3%)

企業債償還金

１２億４，０２６万円

(36.6%)

税込み

一般管理費他

５億５，３０９万円

(8.6%)

純利益

３億８，９５６万円
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平成29年度から敷島浄水場新配水塔の詳細設計業務に着手し、敷島浄水場全体の更新について検

討を進めました。新配水塔は平成29・30年度の2ヵ年で詳細設計を実施し、令和元・2年度で建設予定

です。同時に現在の水道タンクの保存のあり方などについても検討を進めております。

配水管等改良事業（9億2,163万円）
浄水場施設等改良工事（1億6,755万円）

老朽配水管の布設替工事、都市計画事業や下水道事業など他の事業に関連した配水管の布設替

工事、市民の方々からの要望による配水管の新設や水圧増強工事などを実施しました。また、各浄水場

の計装設備改修工事などをはじめとした浄水場施設等改良工事を実施しました。

水道事業経営認可に基づく水源の確保、配水池の建設、配水管整備の基本をなす事業となります。

現在は、令和2年度を目標として、平成20年度から第7次拡張事業を実施しており、合併地区を含めた

施設管理の一元化を図るため、遠方監視設備の更新や合併地区の給水拠点としての浄水場配水池

築造工事などを行っています。

平成30年度では、出水不良の解消を目的とした配水管布設工事や高水圧対策のための減圧弁設

置工事など、配水管等の整備、拡充を行いました。

水道事業会計の主な事業（平成30年度決算）

左）昭和4年から稼働している

水道タンク

県央水道受水費（18億6,716万円）

配水の割合 自己水（地下水） 43.9％

県央水（表流水） 56.1％ 県央第一水道 39.6％（単価： 50円/ （税抜））

県央第二水道 16.5％（単価：102円/ （税抜））

敷島浄水場配水塔築造工事（1,899万円）

第7次拡張事業（1億6,700万円）

右）新水道タンク（イメージ図）

機能性を重視したデザイン
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平成30年度　下水道事業会計決算の概要
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【収益的収支】・・経常的な収支の状況

下水道使用料

３３億１，００１万円

(45.5%)

一般会計からの繰入金

（雨水処理経費他）

２７億７,６９２万円

(38.1%)

長期前受金戻入

１１億７，８４３万円

(16.2%)

その他

１，７２７万円

(0.2%)

職員人件費

３億２，２７２万円

(4.8%)

下水道管や下水処理施設

の維持管理費

１２億８，５４１万円

(19.0%)

流域下水道（県）への

汚水処理負担金

８億８，９６２万円

(13.2%)

減価償却費等

３１億５，４６８万円

(46.7%)

支払利息

７億７，６６１万円

(11.5%)

一般管理費他

３億２，３２０万円

(4.8%)
純利益

５億３，０３９万円

収入合計７５億２，８７２万円収入合計７２億８，２６３万円 支出合計６４億５，４１４万円
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【資本的収支】・・投資的な収支の状況

企業債

１８億２，０５０万円

(55.5%)

国県補助金

８億６，３９１万円

(26.3%)負担金・出資金等

４億８，９６６万円

(14.9%)

支出合計６７億５，２２４万円

受益者負担金・分担金

１億 ８４７万円

(3.3%)
補てん財源

２４億４，５６２万円

収入合計３２億８，２５４万円 支出合計５７億２，８１６万円

下水道管の新設や

更新事業費

１７億９，６４１万円

(31.4%)

雨水対策費

２８１万円(0.1%)

下水道処理施設の

建設改良費

４億４，２２０万円

(7.7%)

事務費他

２億５，８８４万円

(4.5%)

企業債償還金

３１億５，３９６万円

(55.0%)

税込み

流域下水道建設費

７，３９４万円

(1.3%)
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下水道事業会計の主な事業（平成30年度決算）

処理場・ポンプ場施設の維持管理（9億9,307万円）

水質浄化センター（六供町）は、昭和38年に運転を開始し、現在、処理面積1,171.6ha、処理能力は、

84,200 /日となっています。
また、赤城山大洞処理場は、大沼周辺の47ｈａが処理面積で、昭和63年に運転を開始し処理能力は、

1,000 /日となっています。
なお、中継ポンプ場は市内に10ヶ所設置されており、汚水等を処理場に円滑に流下させるために重要な役

割を担っています。

管渠新設事業（12億4,875万円）

流域関連公共下水道事業計画を中心に、10,664.9ｍの汚水

管渠を整備しました。

この結果、平成30年度末における下水道整備区域は、前年度

に比べ44.3ha増え、6,230.2ha（整備率90.3％）となりました。

◆下水道処理人口普及率

下水道長寿命化事業（4億9,586万円）

下水道施設の長寿命化計画（計画期間：平成27年度～

30年度）に基づき、老朽管の改築・更新事業を実施しました。

◇また、下水道施設全体を一体にとらえた下水道ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄ計画の策定に着手しました。

下水道総合地震対策事業（2,764万円）

地震時における流下機能及び緊急輸送路の確保を

図るため、緊急度、重要度の高い輸送路に埋設されて

いる下水道管の耐震化を図りました。

・国道17号線、国道50号線の埋設管の地震対策工事

処理場建設事業（3億6,374万円）

水質浄化センター内の設備機器を順次更新するとともに、

次年度以降に更新予定の設備機器に係る実施設計を行い

ました。

・汚泥脱水設備更新工事、2系水処理散気装置更新工事

・3系水処理汚水ポンプ設備更新実施設計

南部汚水中継ポンプ場非常用発電機更新工事を実

施するとともに、昨年度に引き続き天川ポンプ場圧送管

地震対策として第二期工事に取りかかりました。

水質浄化センター平面図

ポンプ場建設事業（7,846万円）

城南小学校

前橋商業高校

けやきウォーク前橋

県生涯学習センター

【天川ポンプ場圧送管地震対策第二期工事位置図】

平成30年度末現在

※汚水処理人口普及率：公共下水道、農業集落排水、

合併処理浄化槽、地域し尿を含めた普及率

92.9% 81.3% 91.4%

前橋市 群馬県 全国平均

71.2% 54.2% 79.3%下水道処理人口普及率

汚水処理人口普及率※

平成27年度末

70.2%

平成28年度末

70.5%

平成29年度末

70.9%

平成30年度末

71.2%
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水道料金、下水道使用料や人口などの実績の推移
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

行政区域内給水人口 水道料金（税込み）

水道料金（56億6,482万円）

水道事業収入の大半を占める水道料金については、前年度に比べ約8,320万円の減少となり、56億6,482

万円の収入となりました。
節水機器の普及や水需要の減少、配管や施設の老朽化対策工事などを勘案すると、令和4年度からの料金
改定は避けられない状況と見込んでいます。

給水人口及び水道料金の推移（平成22年度～平成30年度）

下水道使用料（33億1,001万円）

下水道使用料については、前年度に比べ約451万円の減少となり、33億1,001万円の収入となりました。
処理区域内人口は増加しているものの、節水機器の普及等による水道使用量の減少等により下水道使用
料も減少傾向が見込まれています。安定的な経営のためには、さらなる経費節減や計画的な更新に努めるほ
か、将来の下水道使用料の改定を視野に入れておく必要があります。
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処理区域内人口 下水道使用料（税込み）

処理区域内人口及び下水道使用料の推移（平成22年度～平成30年度）（千円）

（千円） （人）

（人）
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